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は じめ に

食品の安全性に関する研究は,こ れまで残留農

薬の安全性 に関するものが多 く,研 究の枠組みも

安全な国産品と危険な輸入品という単純なものだ

った。食中毒事件が発生しても,安 全性の問題と

して深刻にとらえるということがなかったのであ

る。これは日本の晩春から初夏にかけての湿潤で

暖かいという気象条件が微生物の繁殖に適してお

り,中 毒の発生は半ばやむを得ないことと見なさ

れてきた ことによるものと思われ る。しか し,

1996年 の堺市での0157集 団食中毒事件はその原

因が学校給食であり,死 亡者が多発 したことと,

被害者の多くが幼い子供だったことから大きな社

会的関心を呼んだ。この事件は,わ れわれにとっ

て も国産のしか も生鮮農産物がこのような悲惨な

中毒事件の原因食品になり得ることを知らしめ,

「国産品」と 「安全な食品」は同義語ではないこ

とを明らかにするとともに,分 析枠組みの変更を

迫るものであった。さらに,バ イテク食品の商品

化等新技術による食品製造が可能になったことに

よる問題,ダ イオキシン等環境 に由来する問題も

重なり,食 品安全性に関する分析はその対象領域

の大幅な拡大を迫られることにもなった。

0157事 件によって産業 として も存亡の危機の

憂き目をみているカイワレの例 をみるまで もな く,

今や産地(field)か ら食卓(table)ま で,す べ

ての過程で安全性に関する監視が必要とされてい

る。当然,生 産者にとっても食品の安全性を図る

ことが重要になって くると思われるが,こ の点に

ついての日本農業の対応は諸外国に比べ大 きく立

ち後れているといわざるを得ない。農業の生産現

場以外では,こ の事件を契機にして,HACCP方

式を取り入れる動きが現れており,と 畜場や食肉

加工場おいては既に同方式を導入したところも見

られる。しかし,HACCPの 導入は日本の農家の

ような小規模生産者にとって大きな負担になるこ

とは明らかであり,農 家の生産性を落とすことに

もなりかねない。HACCPば かりではなく,安 全

性を確保するためには,誰 が,ど の程度の費用を

負担すべきなの等についての検討や,安 全性を向

上させるための費用と向上 した安全性による便益

とを比較考慮した分析,即 ち,食 品安全性 に関わ

る費用便益分析を行うことが緊急の課題 とされて

いるのである。

本論文では,堺 市の0157食 中毒事件の原因 と

もなったカイワレ産業と学校給食を取り上げ,カ

イワレ産業 において導入されたHACCP方 式に

よる安全性確保の費用と学校給食における安全性

向上のための費用,さ らに,そ れに対する支払い

意志額を含む保護者(消 費者)の 学校給食に対す

る態度について分析することを課題とする。

本論文の構成は以下の通 りである。

まず1.に おいて1996年の0157集 団食中毒事件

を振 り返 り,次 い で2.で カイ ワレ産業へ の

HACCP導 入の実状を明 らかにするとともに,導

入費用の推計を行い,3.で 学校給食を提供する側

がこの事件にどのように反応したか,そ のための

費用はどの程度だったかを明らかにする。4.では

千葉市で行 った学校給食の安全性に関するアンケ
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一ト結果から
,食 品安全性に対する消費者態度を

分析し,学 校給食にHACCPを 導入することに

関する簡単な費用便益分析 と保護者が望む給食の

あり方について検討する。最後に分析結果をとり

まとめるとともに,今 後に残 された課題について

簡単に言及することとする。

1.0157集 団中毒事件とカイワレ産業

1996年の0157事 件以前であっても集団食中毒

はそれ程珍しいことではなかった。表1は,原 因

細菌別に,1990年 から96年にかけて報告された食

中毒患者,事 件の発生件数を示したものである。

患者数では,90年 代の初期であっても,サ ルモネ

ラ,腸 炎ビブリオ,病 原大腸菌が三大原因となっ

ている。96年の細菌別食中毒件数は,一 部を除 き

その前の年よりも増加しており,こ のことは,96

年の食中毒の発生が,例 年よりも深刻であったこ

とを示している。特に,96年 の大腸菌による事件

数は,そ れ以前の6倍以上であ り,患 者数は絶対

的にも相対的にも最 も増加している。その結果,

大腸菌による患者の比率は,90～95年 の14%か ら

96年の28%に 増加 している。これらのことはすべ

て,96年 の0157事 件が,規 模の面か らみて も異

常なものであったことを示している。

最初の0157に よる集団食中毒は,給 食を取っ

た子供たちが感染した96年5月 の岡山県での事件

である。6月 に岐阜で起こった二番目の事件では,

感染源が学校給食で出された野菜サラダであると

特定された。さらに,7月 には,6,000人 の学童を

巻き込んだ最 も大きな事件が大阪府堺市で起こっ

た。この事件に関しては,学 校給食で出されたサ

ラダに使われたカイワレダイコンが汚染食品とし

て疑われた。事件の大きさと深刻さは,市 民,特

に子供を持つ親の混乱を引き起こすのに十分なも

のであった。

0157に 感染した患者の総数は,96年5月 から98

年2月 までで,11,030人 に達 した。死者は15人で

ある。およそ80%は,96年5月 からの3カ 月間に

集中している(図1)。96年 の死者数は12人 にも

のぼり,90～95年 の平均値5.3人 を大きく上回 っ

ている。96年の8月 以降,患 者数は急速に減少し,

96～97年の冬季にはほとんど0に なっている。 し

かしながら,97年 の春から夏にかけて再び増加 し

始めた。97年の患者数は,そ れ以前の年に比べ少

表1食 中毒事件の発生件数と患者数,1990～96

a)年 平均

b)バ クテリア以外の中毒と原因不明の中毒も含む
c)原 因が特定された事故数,患 者数

資料:厚 生省
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図10157に よ る患 者 数

出典:http:〃www.mhw.goSp/

ないものの,3人 の死者が出るなど依然として深

刻な被害 をもたらしていた。表2に は100人以上

の被害者を出した食中毒事件がまとめられている。

注目すべきは,10件 のうち8件 が学校給食を介 し

て感染 していることであり,5件 については,原

因食材が特定されていないことである。

96年8月,厚 生省は堺市の事件について,汚 染

源としてカイワレダイコンが最も疑わしいことを

公式に発表 し,97年4月 下旬,0157が 愛知県と神

奈川県で使われたカイワレダイコンから直接検出

された。98年3月,厚 生省はオレゴン州から輸入

されたカイワレダイコンの種子が汚染源であると

の最終報告を行 った。すべての0157感 染が同一

の汚染源によるものなのかどうかは依然明らかで

はないが,少 なくともいくつかの事例において

0157のDNAパ ターンは一致していた。

この0157騒 動は,さ まざまな方面に影響を与

えた。中でも,カ イワレ産業と学校給食への影響

は大きかった。最初にカイワレ産業への影響とそ

れに対 して行われたHACCP方 式の導入につい

て検討する。

2.カ イワレダイコン生産過程でのHACCP

の導入

96年 の0157事 件後すぐ,厚 生省はカイワレダ

イコンが感染源であるという公式見解を示した。

表20157が 原因の大規模食中毒事件(患 者数100人以D

a)E:小 学 校,J:中 学 校,K:幼 稚 園,C:企 業,M医 療 施 設。

b)(?)は 汚 染 食 材 を 特 定 で きな か っ た こ と を示 す。

資 料:http:〃wwwmhw.go.jp/

図2カ イワレダイコンの生産工程とCCP

発表後のカイワレダイコン需要の大幅な落ち込み

を重視し,96年12月,日 本園芸施設協会は農水省

と厚生省の協力のもと,HACCPに 基づいた生産

管理マニュアルを作成した。これは,日 本の農産

物生産 におけるHACCP導 入の最初の事例とな

った。

カイワレダイコンの生産過程は比較的簡単なも

のである。その生産は,1週 間足らずのサイクル

で,管 理された施設内で行われているため,病 原

細菌による危害を特定し,HACCPを 導入するこ

とは比較 的容 易で あ る(図2)。 重 要管理 点

(CCP)は,種 子消毒,使 用水の管理,害 虫等
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蓑2カ イワレ牛産におけるHACCP導 入費用

a)年 生産規模3,000tの生産施設を想定。

b)設 備費の年額は,平均貸出金利(2.5%)を 用い,15年の耐用
年数を仮定して算出。

c)利 益マージンは,経 営者報酬を想定.

の防除である。現時点での問題は,完 全な種子消

毒の手法が確立していないことである。同様に,

流通段階,小 売段階での衛生管理に対して生産者

の力が及ぼないことも問題であり,依 然,そ れぞ

れの段階を総合的に扱うカイワレダイコンの取 り

扱いに適した衛生管理マニュアルは存在 しない。

また家庭向けのHACCPマ ニュアルは発行され

ているものの,周 知されている状況にはない。

カイワレ生産にHACCPを 導入す るには,ど

れ くらいの費用がかかるのであろうか。表3は 概

算の結果を示したものである。対象 とした2企 業

は,そ れぞれカイワレ国内生産の20%,10%を 占

める主要企業である。言 うまでもなく,HACCP

導入費用は,既 存の施設 ・設備に大 きく影響され

る。標準的なケースは,種 子管理庫の設置,害 虫

や小動物の進入を防 ぐための器具の設置,細 菌検

査費用,で ある。年間3,000ト ンの生産規模 を持

っ生産者の年間導入費用は,お よそ200万 円と推

計された。HACCP費 用の70%が 固定的費用であ

図3東 京卸売市場におけるカイワレダイコン取扱数量
資料提供:東 京青果物物情報センター

る。

カイワレダイコンは普通内容量100gの プラス

チックケースで流通 している。年3,000ト ンを生

産する業者のHACCPコ ス トを1パ ック当たりに

換算すると,お よそ0.065円 となる。1パ ック当

たりの生産者受け取 りは25円であり,そ の10%を

企業利潤と考えると,単 位HACCP費 用は,受

け取 り単価の0.26%,利 潤の2.6%と なる。すな

わち,2.6%カ イ ワレの販売額が増加 すれ ば,

HACCPの 導入に伴 う費用は相殺されることにな

る。

しかしながら,図3に 示したように,カ イワレ

ダイコンの需要は事件前の1/8に まで落ち込んで

いる。企業の販売額も同率で変化 していると考え

ると,パ ック当たりの費用は0.52円 まで増加する。

0157事 件の前後でも単価は変わっていないため,

単位HACCP費 用は受け取り単価の2.1%と なる。

企業利潤も同一であるとすると,21%の 販売額の

増加がHACCP費 用の相殺に必要となる。程度

の違いはあるにせよ,需 要が減少している状態で

HACCP費 用を埋め合わせることは極めて困難で

ある。

実際のHACCP導 入費用は,上 に示した費用

の範囲内にあるものと思われる。いずれ にしろ

HACCPの 導入の負担は著しく大きいものではな
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いといえよう。例えば,落 ち込んだ時期における

100%の 増加(通 常時の20%)が あれば,費 用 を

相殺することは容易にできるのである。調査 した

2業者に関 し,殺 菌 ・抗菌処理を施 した新製品が

98年の2～3月 から販売 されているが,HACCP

の導入を含めたこれらの衛生対策が どのように需

要の回復に繋がるのかはまだ不明である。信頼を

回復 し,需 要を回復するためには,卸 や小売段階

での一貫 したHACCPの 導入も必要になるであ

ろうし,そ の他にも安全回復を唱う広報活動が必

要 となるであろう。

3.学 校給食への影響

0157感 染の拡大により,学 校給食制度 自体 も

見直しが迫られるようになり,文 部省は,食 中毒

事件発生の原因を究明するために,全 国規模で給

食施設に対する調査を行った。調査の結果,多 く

の施設は調理過程に問題があること,施 設 ごとに

安全性の水準が異なること,総 合的な衛生管理マ

ニュアルの策定が必要であること等,が 明らかに

なった。文部省の調査委員会は,学 校給食の安全

性の改善が急務であると報告した。それを受けて

HACCPに 基づいたマニュアルが,1997年3月 に

厚生省から,同 年4月 に文部省から出された。こ

のような経緯を踏まえ,次 に学校給食の調理現場

に対する影響について検討する。

われわれは千葉市での実態を明らかにするべ く,

千葉市教育委員会においてHACCPの 実施状況

を調査した。千葉市には114の小学校,54の 中学

校,2つ の養護学校がある。計80,000人 の児童生

徒が給食を利用している。小学校 と養護学校は自

校式を,中 学校はセンター方式を採用している。

平均すると一つのセンターで,13.5校,6,900人

分の食事を担当していることになる。

表4給 食施設設備改Yの ための費用

a)投 資額は耐用期間15年,利子率2.5%で 年当たりに変換されている。ドライキッチン方式については,投資

額の50%が 耐用年数60年の建物費,残 りが設備費として計算した。
b)年 当たり費用を年間給食総数で除して求めた。年間200日給食を実施し,自校方式の学校では1日 校当たり

353食を準備し,給 食センターでは,.111食 準備するものと仮定した。

資料:CaseIに ついては千葉市教育委員会保健体育課より,CaseIIの 自校方式,セ ンター方式についての費用
は朝日新聞(5月13日,1996)と 毎日新聞(4月21日,1996)に よった。
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千葉市では0157に より9人 の患者 と,一 人の

死者を出したが,給 食が原因となったものはなか

った。それゆえ,0157が 猛威 を振るっている期

間でも,給 食が中止 となることはなかった。しか

し,千 葉市は文部省の指導を受け,い くつかの対

策を取っている。例 えば,調 理時の中心温度を

80℃以上にする,一 年に少なくとも2回,任 意に

選んだ学校に対し細菌検査を行う,生 鮮食品の使

用は控える等である。また,調 理施設に対する保

健所による検査を行い,衛 生管理を喚起するとと

もに,学 校側が取っている対策を周知させるため,

父兄を対象にした リーフレットも作成した。

千葉市は,文 部省のマニュアルに従い,96年 予

算を配分した(表4CaseI)。 そこに掲載 されて

いるものは,設 備や細菌検査に要した費用であり,

人的費用は除かれている。例えば,マ ニュアルに

示されたような検査やその記録といった作業は,

追加的な労働を必要とするかもしれない。経常的

な費用は,主 に細菌検査や衛生管理のための備品

購入の費用からなっている。設備面では,検 査保

存用の冷蔵庫の追加設置(セ ンターには1,000リ

ットル,小 学校には150リ ットル)が 主たる費用

である。これは,潜 伏期間が長い0157の ような

病原菌についても検出を用意にするため,食 材等

の保存期間を延長することが文部省より求められ

たからである。年間の費用は自校式 については

11.3万 円,セ ンター方式については150万 円であ

り,1食 当たりに換算すると,そ れぞれ,1.6円,

1.2円 となる。

以上のような千葉市の費用は,緊 急対策的1生格

が強 く,文 部省マニュアルの要請を満足させる最

低水準ととらえることができる。完全な衛生対策

には,ド ライキッチンシステムの導入など大幅な

施設の入れ替えが必要 とされる。表4CaseIIに

はドライキッチン導入のモデル的な事例を示 した。

ここで経常的費用はCaseIと 同等 と仮定 してい

る。設備費が大きいため,年 間費用はCaseIよ

り大幅に増加している。自校方式で940万 円,セ

ンター方式で4,880万 円である。注目すべきは,

1食 当たりの費用では,セ ンター方式のほうが大

幅に安 くなっていることである。規模の経済が働

いたものといえる。

4.保 護者による学校給食の安全性評価

ここでの課題は,0157に よる集団中毒事件発

生後の学校および家庭でなされた安全対策の内容

と評価,お よび給食に対する消費者選好を把握し,

学校給食における 「食品安全性」の位置を明確に

することである。

課題への接近は,小 中学校に通う子供のいる家

庭の主婦らに対 して行った意識調査データを記述

的,計 量的に分析することによってなされる。調

査とそのデータ分析によって明らかにしようとす

るのは,次 の事柄である。

① 学校でとられた0157対 策の内容と,そ れ

に対する保護者の考え,

②0157事 件後に変化したであろう家庭での

購入食品や調理法等の内容,

③ 保護者の給食に対する重視要因とその重要

度,

④ 選択行動の推測と,求 められている給食の

具体的内容。

4.1調 査対象者の概要

調査は1998年2月 から3月にかけて,小 中学校に

子供を通わせている家庭で日常的に食品を購入し

ている千葉県千葉市在住の主婦らを対象に,郵 送

法で行った。対象エリアとして千葉市を選んだ理

由は,わ れわれの調査フィール ドであるために高

い回答率が期待できることと,市 内の公立小学校

は全て自校方式(単 独校調理施設),公 立中学校

が給食センター方式(共 同調理施設)で 給食が供

されているため,施 設方式の違いによる安全対策



食品安全性に関する消費者行動分析 119

の取り方や消費者の選好を比較するのに適してい

ると考えたからである。

2,000名 に郵送で調査票を配布し,25.4%,

508名(小 学校264,中 学校244)か ら有効回答を

得た。回答者の特性の概要は表5の 通りである。

90%以 上が女性で,年 齢構成は40歳代が最も多 く

(67.3%),次 いで30歳代(23.6%)で あった。

世帯員数は4人か ら5人が最 も多 く(合 わせて70.1

%),職 業 はほとんどが主婦であった(専 業45.1

%,兼 業42.9%)。 また,最 終学歴 は98.8%が 高

校卒以上(う ち大学 ・大学院が21.1%)で,年 間

の平均世帯所得は,87.5%が550万 円を超えてい

た。

4.2学 校側の食中毒対策とその評価

千葉市では,公 立では給食を停止 した小中学校

はなかったが,県 外や私立の中学校では若干あっ

たようで,3カ 月間停止したと答えた中学生の保

護者が2名,同 じく5カ 月間が1名 であった(表

6)a

また,一 時的なものを含めて,給 食のメニュー

が 「変更になった」 と答えた保護者は,中 学校で

40.9%,小 学校で46.6%で あった。メニューの具

体的な変更点を挙げてもらったところ,最 も多か

ったのが 「生野菜から温野菜へ」で,平 均で全体

の79.9%で あった。その他 「果物をカットしたも

のから丸ごと出すようになった」(9.5%),同 じ

く 「缶詰やゼ リーなどの加工製品になった」(7.4

%)な どがあった。

0157対 策 として,そ の他にはどのような措置

が学校でとられたのかを具体的に記入 してもらっ

たところ,給 食 に直接関係するもの としては,

「調理法全般での改善」(18.6%),「 加熱の徹底」

(12.2%),「 消毒等の衛生管理」(12.5%),「 日

常的な手洗いの奨励」(10.7%),「 職員の検便」

(小学校のみ1.4%)等 が挙げられていた。

0157対 策に関する学校側か らの具体的な説明

(説明会やプリントなど)の 有無を質問したとこ

ろ,「あった」と答えた保護者が小学校では82.6

%な のに対して,中 学校では58.7%と,大 きな差

があった。こうした学校側の態度に関連 してか,

学校においてなされた0157措 置について 「不適

切」と答えた保護者が,小 学校では1割 程度なの

に対して,中 学校ではその3倍(30.1%)と なっ

ていた。

また,そ の改善すべき点について聞いたところ,

中学校と小学校では意見が全く異なっており,中

表5回 答者の特性
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表6学 校側の対応と評価

学校に対する改善要求の指摘対象が 「方式変換」

(67.7%)に 集中しているのに対して,小 学校で

は 「設備の導入」(70.8%)と なっている。この

方式変換とは,現 在千葉市の公立中学校で採用 さ

れている給食センター方式から自校方式への変更

を指 しており,給 食センターによる調理方式自体

に対する不信感が高いことが分かった。それに対

して自校方式,つ まり各学校独自の給食室で作ら

れていることに対 しては満足しているものの,ド

ライキッチン等,安 全性を高めるための設備の充

実度に問題があると考えている保護者が小学校に

多いことも分かった。その他の改善要求としては,

「食材レベルからの安全性確保」(平均37.2%),

「運搬 ・配膳過程での安全性確保」(44.2%)が

多かった。

4.3家 庭での対策と消費行動の変化

家庭での食中毒対策や消費行動の変化等を一覧

にしたのが表7で ある。まず,0157が 問題にな

って,ど のような点に注意するようになったかを

聞いた ところ(複数選択可),最 も多かったのが

「調理(手 洗いや加熱方法など)」で,75.8%だ

った。それに続いて 「下準備(台 所の衛生管理や
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表7家 庭での対応と情報源

食材の洗浄など)」や 「食事(手 洗いや食器の衛

生など)」が多く,い ずれも6割 近 くの回答者が

挙げていた。また,最 も少ない 「保存(冷 蔵庫の

温度や肉汁処理な ど)」で も3割 を超 えてお り,

食中毒騒動の影響から,家 庭においてもあらゆる

食事のプロセスで安全性に対する配慮がされるよ

うになったことが分かった。

次に,家 庭で購入する食材(食 品)が どのように

変化 したかについて聞いたところ,「何 らかの食

材を買い控えるようになった」と答えた者が73.3
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%も おり,今 回の騒動が家庭における消費行動

に大きな影響を与えたことを示 している。また,

具体的に買い控えた食材を挙げてもらった とこ

ろ,や はり 「カイワレダイコン」が圧倒的に多く

(78.6%),次 いで 「牛肉」(40.4%),「 レタス」

(36.5%)と いった順であった。これらはいずれ

も一連の食中毒事件の原因と疑われた食材であり,

カイワレダイコンにおいては今なお消費回復の兆

しを見せていない状況である。

なお,こ れら買い控え食材の代替品を聞いたと

ころ,レ タスの代わ りに 「キャベツ」を購入する

ようになった者が45.5%,牛 肉の代わ りに 「豚

肉」を購入するようになった者が56.6%と なって

いるのに対して,カ イワレダイコンについては,

はっきりした代替品がないことが明 らかになった。

そしてこのことが,カ イワレダイコンの需要が回

復 しない一要因であるとも考えられる。

その他,0157に 関する情報源を聞いたところ,

テレビやラジオ91.7%,新 聞85.4%か らという回

答が最も多 く,ま た,0157に 関する情報 をもっ

と知りたいかという質問に対 しては,7割 が 「知

りたい」 と答えていた。さらに,回 答者の関連知

識水準指標として,食 品安全性確保の手段 として

話題となることも多い 「HACCP(危 害分析重要

管理点)」 という言葉を知っているかどうかを聞

いたところ,ほ とん ど知られていなかった(「 は

い」カ§4.3%)。

4.4属 性評価

現在,保 護者は給食に対して どういった事柄 を

重視 しているのだろうか。ここでは,給 食で最も

基本的だと思われる項目(属 性)を,① 価格,②

栄養バランス,③ 安全性 とし,そ れぞれの重要度

の相対的評価を試みた。

複数の項 目(属性)問 において,そ れ らの相対的

な重みを聞くための設問方法の1つ に,一 対 ごと

に比較する方法がある。 この方法は,時 間もかか

り回答者に負担を与えるという欠点がある反面,

得られるデータは整合性や再現性に優れていると

いう大きな特徴を持つ。本論文では,比 較する給

食の属性を3つ に絞ることで,回 答者への負担を

小さくした。なお,一 対比較によって得られたデ

ー タを用 いた重要 度の算 出に は,サ ー テ ィ

(Saaty,T.L.)の 相対評価法を採用した。

表8が,相 対評価法による重要度の評価結果で

ある。これを見ると,小 学校,中 学校での差はな

く,い ずれにおいても,全 体の平均で 「安全性の

高さ」が最も重要度が高く,「価格の低さ」の3.3

倍,「 栄養バランスの良さ」の2。7倍となっている。

このことから,保 護者の関心(選 好)が,こ れま

で重視されてきた栄養バランスや低価格から,食

品の安全性 に移行していることが分かる。この特

性は,4分 位法を用いた場合,更 に大きくなって

表8給 食属性の重要度

注:C.1.が0.0035以下のサンアルの重要度を算術平均したもの。
4分位法の値については,合計て1.0になるように再正規化している。
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いる。また,年 齢や職業など他の人的属性による

差はなかったものの,唯 一,年 収が700万 円未満

の保護者 に比べ700万 円以上の保護者の方が,価

格の低さよりも安全性を重視していた。

それでは,最 も選好 されている 「食品の安全

性」を高めるためならば,消 費者はどの程度まで

なら余分に支払ってもよいと考えているのだろう

か。その設問に答えるため,給 食における安全性

が確立することに対して値上げもやむなしとした

回答者に対して支払意志額(WTP)を 聞いた。

WTPの 分布 を図4に 示 す。学校種 別の平 均

WTPは,小 学校では784円/月,中 学校では799

円/月 であった。しか しながら,そ の差異は統計

的に有意なものではなかった。またWTPの 要

因分析を行 うため,給 食費に対するその比率を

OLSで 特性変数に回帰 させた ところ,WTPの

分布が極端に0円 方向に偏 っていることが影響し

たためか,い ずれのモデルにおいても満足な結果

は得られなかった。最も当てはまりの良かったモ

デルの推定結果(R2=0.069)を 以下に示 してお

図4WTPに 関する基本統計量とその分布

く。ただし,括 弧内の数値 はt値 で,・ が5%,

**が10%水 準で統計的に有意であることを示す。

WTP(%)=0.Ol1十 〇.062MD+0.0811D+0,001Y2

(0.33)(2.24*)(3.16**)(3.68**)

ここで,MDは 給食メニューの変更ダミー(変

更有 り:1,変 更 無 し ・知 らない:0),IDは

0157情 報要求ダミー(も っと知りたい:1,知 り

たくない:0),Y2が 所得の2乗である。

4.4選 択行動分析

最後に,こ こまで検討してきた保護者の給食に

対する意識構造をもとに,ど ういった給食が望ま

れているのか(選 ばれるのか)を明らかにするた

め,計 量モデルを用いて仮想的代替案に対する選

択行動のシミュレーションを試みた。

保護者に選ばれる(=求 められる)給 食とは,ど

のようなものだろうか。また,ど うすれば選ばれ

るようになるのだろうか。そうした消費者の選択

行動を直接分析,予 測するため,多 項ロジット

(multinomiallogit)・ モデルを用いた。これは,

離散的選択モデルの一つで,マ ーケティング・リ

サーチの分野などでは既に多 く用いられている分

析手法である。この手法の特徴は,あ らかじめ用

意 された仮想的代替案から被験者にどれか1つ を

選ばせるだけという,a)実 験そのものの簡便さ

と,b)そ の分解的なアプローチにある。 また,

分析過程においては,通 常の回帰分析のように,

選択確率に影響を与えると考えられる属性群との

モデルを考え,そ れにもとついて検討することに

なる。

本分析で注意を要したのは,選 択肢である仮想

的代替案,つ まり回答者から選んでもらうために

あらかじめ用意しておく給食案の種類が多いと被

験者の負担を大きくすることになり,多 項 ロジッ

ト分析の長所である 「簡便 さ」を活かせない結果

となってしまうということである。そのためここ
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では,対 象選択肢を構成する属性を,① 方式,②

給食費,③ 安全性,④ 栄養バランスの4つ に絞 り

込み,そ れらの組み合わせのうちから,さ らに実

行不可能なものを除くことで,最 終的に6つ の選

択肢とした(表9参 照)。 なお,こ こで実行不可

能なもの とは,例 えば 「価格を据え置 きながら,

安全性と栄養バランスの両方を向上させる」とい

ったようなもので,そ れらは仮に選ばれたとして

も,実 現することは困難であると考えられるから

である。

計測された選好パラメータ推定値を以下に示す

ただし括弧内の数値はt値 で,・ が10%水 準で統

計的に有意であることを示す。

μ、=2.09SYS-0.03CHA-0,70SAF-1,65BAL

(14.09*)(-0.28)(-7.10*)(-13.05)

ここで,μ,は ①式の確定的効用部分,SYSは

方 式(自 校:1,セ ンタ ー:0),CHAは 価 格

(現状維持:1,2割 値上:0),SAFは 安全性

(向上:1,従 来通 り:0),BALは 栄養バ ラン

ス(向 上:1,従 来通り:0)で ある。

この計測結果を見てみると,方 式(SYS)の

パラメータ推定値が2.09と突出して高 くなってお

り,先 の記述的分析において検討した結果と同様

自校方式への選好が強いことが伺える。また,安

全性(SAF)や 栄養バランス(BAL)の 符号が

マイナスとなっているのは価格(CHA)の 交互

作用の影響だと思われる。というのも,実 行可能

な選択肢作成を前提としたため,そ れら(安 全性

表9多 項ロジット分析による選択確率の推計値

栄養バランス)を 向上させたものにおいては,給

食費2割 増を必ず設定しているからである。これ

を前提に考察すれば,栄 養バランス(-1.65)よ

りも安全性のパラメータ推定値(-0.70)の 絶対

値が小さくなっていることも,先 の一対比較によ

る重要度評価の結果と同様,従 来の栄養バランス

重視から安全性重視へと,給 食に対する消費者の

求めるものが変わってきたことを示しているとい

える。

この結果から各選択肢の推定選択確率Pjを 計

算 し,そ の確率の高い順に並べたものが表9で あ

る。その結果,最 も選択 される確率が高い と予測

される給食は,「 自校方式で作 られ,給 食費や安

全性,栄 養バランスいずれも従来通 り」というも

ので,そ の推定選択確率は"0.53"で あった。そ

して最も低かったのが 「センター方式で作 られ,

栄養バランスを向上 させ,給 食費を2割値上げし

た」給食であった(P=0.01)。 つまり,「確かに

食品の安全性を向上 させるということは,今 後,

給食において重視すべき事項ではあるが,自 校の

給食室で作っていれば,様 々な面での細かい注意

が払えるであろうから,わ ざわざ価格を引き上げ

てまで行うこともない」といった意見に集約で き

そうである。

お わ り に

本論文では1996年の堺市における0157集 団食

中毒事件後の各方面でのそれに対する対処につい

て分析を加えてきた。その結果カイワレ産業にお

けるHACCP導 入の直接的費用はそれほど大 き

くはないものの,需 要が極端に減少したままの現

状では投資 した資金を回収するのが困難であろう

こと,学 校給食現場で導入 されたHACCPに つ

いても緊急避難的に導入されたものはそれほどの

費用がかからないが,確 実に安全性を高めようと

すると,調 理方式をそっくり取り替える必要があ
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り,そ のためには多大の投資が必要となること,

そのための費用は消費者の支払い意志額を超える

こと等が明らかになった。

同時に行 ったアンケート調査の結果からは,ほ

とんどの小中学校でメニューの大幅な変更や日常

的な衛生管理の教育等,0157対 策がなされてい

たが,給 食センター方式の中学校でとられた措置

に対する保護者の評価は厳しいものであったこと,

家庭でも,食 事に関するあらゆるプロセスで注意

が払われており,消 費行動において も0157報 道

の標的にされたカイワレダイコンやレタス,牛 肉

などの購入が大幅に控えられていたこと,給 食に

おいて,「 安全性」は 「低価格」の3.3倍,「栄養

バランス」の2.7倍 も重要だと考えられているこ

と,安 全性に対する支払意志額は,平 均800円/月

程度で,学 校での対策や0157の 情報に関心があ

り,所 得の多い世帯で高 くなること,保 護者が求

めている給食は,「 自校で作られ,給 食費や安全

性,栄 養バランスいずれ も従来通 り」ということ

等が明 らかになった。

こうした結果を総 じてみてみると,や はり一連

の0157食 中毒騒動 は,学 内外に大きな影響 を及

ぼしており,給 食における 「食品安全性」はかな

り重視されていることが分かる。 また,変 更が困

難な事柄ではあるが,給 食センターに対する不信

感が強 く,自 校方式に対する選好の度合いが非常

に強いことが確認された。

以上,食 中毒事件後の学校でとられた措置とそ

れに対する評価や,家 庭での消費行動の変化,そ

して,今 どういった給食が求められているのかを

具体的に把握してきたが,こ れらの結果は今後,

給食制度を考える場面だけでなく,食 品安全性に

関する教育 ・指導等においても大変有用なものだ

と思われる。

本論文においてわれわれは食品安全性の向上が,

消費者の支払意志額に比べ高い場合 も低い場合も

あることを明らかにしてきた。またカイワレ等工

業的に生産される農産物については生産段階での

費用は意外と少なくて済むこと,む しろ流通段階

での安全性の確保が現状では困難であり,ネ ック

になりそうなことを明らかにしてきた。

アメリカ合衆国では後に紹介するように,早 く

から安全性に対する関心 は高く,産 地で も既 に

HACCPの 導入が始まっている。しかも行政の音

頭取りばかりではなく,生 産者団体の方でも任意

のプログラムとして生産者のためのHACCPマ

ニュアルを作成 した りしているのである。この点

だけを比較してみても日米間での生産者側の取り

組みの相違は明らかである。 これまでのように国

産 ということだけで安全性を標榜できる時代では

ないということを生産者側でも早期に認識する必

要があるであろう。

今後の課題としては,同 様な研究を積み重ねる

ことはもちろん,食 品に由来する疾病の費用を何

らかの方法で早急に明らかにする必要がある。ア

メリカにおいては各種の研究例が見られるが,日

本 とアメリカでは医療状況も大きく異なり,結 果

をそのまま利用することはできない。費用便益分

析を行うためには,食 品に由来する疾病による患

者負担がどの程度のものであり,完 治するまでに

どの程度の期間が必要 となるのか等,明 らかにし

ておかなければならない前提が多いといえる。

食品安全性の問題には,そ れ以外にも多くの課

題が存在する。安全性確保,安 全性向上のための

費用は誰が負担するのか,誰 が安全性を判断,保

証するのかという問題をはじめとして,表 示制度

の問題等解明されなければならない課題は山積さ

れているといえる。
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AtfirstweoutlinedtheresultoftheE-coliO15%outbreakin1996,focussingon

kaiwareindustryandschoollunchprogram.Theprimaryobjectivesofourresearchwere

toestimatethecostofimplementingHACCPinKaiwareindustryandtoanalyzethe

consumersattitudetowardincreasingfoodsafetyofschoollunch.Forthefirst ,wefound

thiscostofimplementingHACCPisrelativelylow,andthesmallrecovery-inthedemand

wouldeasilypayoffit.ForthesecondwefoundthecostofHACCPimplementationis

widelyvarydependingonthedegreeofsafetydesired.

Wegotmanyotherfindingsthroughaquestionnaireconductedonmorethan2,000

householdsinChiba.Theresultofthequestionnaireshows;

・consumersarenotsatisfywiththemeasuresagainstfood-borneillnessadoptedbyjunior

highschools,

・consumersbecamemorecautiousoneachprocessfromcookingtoserving ,

・theestimatedVVTPforimprovingfoodsafetyintheschoollunchsystemisabout800

yenspermonth,

・theweightofimportanceoffood -safetyisthreetimesashighasthatofprice ,and

one-and-a-halftimesashighasthatofnutritionbalance,

・theyprefertheschoollunchsystemthatpreparedlunchatitsown -kitchen .

ItshouldbeemphasizedthattheconceptofHACCPisnotfamiliartoboththeperson

relatedtoagricultureandschoollunchsystemincludingus .Weneedtoaccumulatemany

resultsoftheseanalysestounderstandhowmuchcostneededtoassurethefoodsafetyand

whoshouldincurthecost.


